
第３節　行政職員の研修

　昭和４４年に制定された同和対策事業特別措置法により地方公共団体の責務が明確にされた。これは、行政職員として日常の業務もさることながら、同和問題に対して、真正面から町民を指導しなければならない使命を担っているということである。

　このことにより、羽合町では、職員として、同和問題に対する理解と認識を高め、同和行政のより一層の推進を図り、国民的課題としての同和問題に向けてその一日も早い解消を目指し、毎年方法やテーマを変えながら、職員研修を深めあっている。

